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一余暇学の構築を目ざして一
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ここ数年余暇をめぐる議論が活発である。しかしながらこうした余暇をめぐる議論には、日本が近代化、
産業化の過程で欧米諸国に追いつき、追い越せという目標をもち、先進国になったのと同じように、余暇も
欧米の制度を真似すればよいとする傾向が見られる。また余暇を問題とする学問領域も十分とは言えない。
そこで本稿は余暇を社会科学の対象として位置付け、余暇概念の意味の再検討から始めている。ここでは余
暇概念を「自然的余暇」と「社会的余暇」の二つに大別した。「自然的余暇」とは労働と対比される余暇概念
であり、この労働の残余概念とは別に、社会制度との関係から余暇を分析する場合を「社会的余暇」とした。
言わば「社会に埋め込まれた余暇」である。さらに現在までの日本の余暇行政を概観し、こうした余暇の意
味概念に準拠しつつ、その固有の社会制度に合った余暇政策の必要性を示し、そのための基本的な理念とフ
レームワークも提示している。本稿は余暇を通して人間と社会との関係を探求する「余暇学」へ向けての序
説でもある。

から個別に定義された余暇概念に対して、ここ
では余暇を社会的な関わりから自己を再確認し、
再発見する行為であると定義し、そのための時
間を確保し、具体的な活動をすることで、精神
的・肉体的回復や生きがいなどの一定の価値を
体現する複合的な概念であると考える。そこで
余暇概念の複合性故に、余暇に内在する意暁概
念を明確にすることから、余暇研究の新たな視
角を求めている。この意味概念として捉えた余
暇を､「自然的余暇」と「社会的余暇」の二つ
に大別した。こうした考察からさらに、現実に
進められている様々な余暇行政に対しても、そ
の政策に関わる理論的なフレームワークを、特
に余暇の制度的側面から捉えた余暇政策の必要
性を示している。今何故余暇が問題になるので
あろうか。この問いに対しては、一定の経済発
展を達成した後の成熟社会において、余暇が社

１．社会科学の対象としての余暇
余暇の問題を考えるとき、余暇を固有の領域
としてその内在する原理を求めるものと、他の
社会科学のディシプリンから分析するものと(')、
大きく二つに大別される。前者には余暇の語源
から始めるもの、その現象面から問題提起する
ものがあり、後者では経済学も社会学、社会心
理学などから分析するものがある。前者は「余
暇の領域学」として固有の内在原理を求める
「余暇学」であり、後者は既存のディシプリン
を用いる科学としての分析学である。残念なが
ら「余暇学」は余暇そのものの定義の多様性と
相俟って､混乱をきわめているのが現状であり、
「余暇学」というものが確立しているわけでは
ない６本稿では、この「余暇学」への一ステッ
ﾌ゚ として、社会学固有のタームと方法論を援用
している。これまで時間、活動、価値という点
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会全体の一つの価値目標として重要であるとい
う点(2)、また人間個人にとっては余暇を通して
人間本来の根源的な在り方が問われるという点
を強調しておきたい。余暇の社会科学とは、余
暇を通して人間と社会の在り方を考えることに
他ならない。
（１）「自然的余暇」と「社会的余暇」
①「自然的余暇」
これまで余暇に関する問題提起には、労働あ
るいは仕事(3)と対比される余暇、あるいは現
象としての余暇の二つのケースが見られた。前
者は労働にウエイトを置いた議論であり、後者
は余暇そのものにウエイトを置きつつも、余暇
のもつ本質的な議論よりも、具体的な余暇活動
や余暇時間などの余暇に関わる現象を分析し分
類するものであった。前者は「説明概念として
の余暇｣、後者は「記述概念としての余暇」に
なろう。「説明概念としての余暇」は余暇と労
働(仕事)の両者の関係を分析するものであり、
「記述概念としての余暇」は余暇現象の記述が
中心となる。「記述概念としての余暇」も労働
（仕事）と区別した領域という点では、労働
（仕事）との対比が常に問題となる。いずれも
余暇をめぐる「社会」という点をそれほど考慮
していない。これらの余暇を、ここでは「自然
的余暇」と呼ぶことにする。
生産力と生産関係の矛盾を説くマルクスの労
働観④は自然に対する労働過程の疎外を中心に、
人間行為のうち労働の本質そのものの喪失を問
題とした。この労働観から余暇の問題を解釈す
ると、労働が疎外されたために、人間は労働以
外のところで「安らぎ」を求めるようになった
と理解できる。これは労働の疎外により､余暇
が労働の対概念になったことを意味する。本来
労働は自己実現の過程であったが、余暇がそれ
にとってかわったことがわかる。労働とは別に

余暇の疎外も生まれつつある状況を考えると､
人間が二重に疎外されている点が現代余暇社会
のネガティブな特徴と言えよう。人間の生存に
とって必要な本来の労働は、自己実現という点
で、人間性の回復を求める余暇の介入を必要と
しなかった｡本来労働と余暇は対立概念ではな
く、補完概念であった。しかしその後自己実現
過程の代替概念として、余暇に重い負担が課さ
れる歴史的状況が展開される。余暇への重い負
担とは逆に、経済発展を社会の最大目標とした
近代社会以降、余暇が労働の付加物として従属
的な位置を占めるというパラドックスも加わり、
労働と余暇の対比がますます鮮明になってきた。
現代の余暇研究､とりわけ社会学については、
バーガーの示唆が興味深い⑤。労働の対概念と
しての余暇は、労働の三つのタイプによって明
確になった。これはまた職業的階層秩序という
一つの社会制度に応じて、余暇を考えるヒント
を与えてくれる。第一のタイプは労働を天職と
考える人､これはウェーバーのいう職業倫理」
としての労働であり、明確な自己同定(セルフ・
アイデンティフィケーション）のできる人であ
る。第二のタイプ｡は労働を一時的な拘束時間と
考える人であり、これは現代の「新中間大衆時
代」の主流であり、ポスト産業社会の中核をな
すものである。第三のタイプは労働を苦痛と考
える人であり、これはマルクスの「疎外」され
た労働である。この点に関しては現代では生産
手段の所有形式ではなく、技術生産そのもの、
すなわち経済の技術様式、たとえばFA(ファ
クトリー・オートメーション)や、OA(オフィ
ス・オートメーション）などにより、労働の質
が変わってきた点に配慮する必要がある。これ
らは単純な「労働と余暇」という二項対立から
の二重の脱却を示し､後述する「社会的余暇」
概念にも近似している。一つは労働の階層性、
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ピングや旅行など、日常生活の様々な分野で多
く見られる。この点でヴェブレンの分析は、
｢社会的余暇」の原型の一つを示している。
（２）「社会的余暇」の制度構造
①余暇の外的構造
「社会的余暇｣をその外的な構造から見ると、

それは制度によって規定された余暇であり、余
暇が社会の中に占める制度的位置付けを撫周し
た概念である。社会制度が余暇を規定するとい
う一方向の規定ではなく、逆に余暇が社会制度
にも影響を与えていくという相互作用もまたそ
こには見られる。このダイナミズムによ･って
「余暇社会」が形成される｡「余暇社会」とは、
余暇が社会制度の形成に与える影響力が大きい
社会をいう。ここで社会制度とは抽象的にはそ
の社会に支配的な行為様式の規範や価値をさす
が、それは具体的に社会集団や地域社会、準社
会(7)の態様として表われる。すなわち、社会
集団では部分社会である家族や組織において、
全体社会では国家において、余暇がそれぞれの
社会集団を規定する規範や価値に影響を与え、
逆にまたこうした社会集団がそれらの規範や価
値を通して余暇に影響を与える。
現代の家族では共働きの夫婦が多く見られ、
家計や家事など夫婦対等に分担する役割構造が
女性の余暇時間と余暇収入を増大させ、その余
暇行動に多様性を与えている。地域社会では都
市におけるコミュニティ形成の重要なファクタ
ーの一つとして、また国民社会レベルでも経済
活動一辺倒に対する社会全体の休息、「ゆ‘とり」
として余暇が重要な位置を占めつつある。都市
の豊かな生活意識は余暇の過ごし方を画一･的で
はなく、個性的な「十人十色｣、さらに個人の
中でも時間と空間を使い分けた余暇行動の多様
性として、「一人十色」というようなバリエー
ションを見せている。準社会では社会階層によ

すなわち労働意識を捉えた点であり、もう一つ
は労働と階級的イデオロギーの分離という点に
おいてである。
一方の｢記述概念としての余暇｣については、
まさに余暇現象の具体的な記述が中心となって
いる。自由時間の過ごし方など時間概念や、休
息・運動・教養型などの余暇活動、さらに余暇
(生活）意識などによる説明が多くなされてい
る。また余暇のマーケットボリュームという点
から、その消費動向の分析も活発である。民間
の調査機関や関係官庁で、余暇の社会的ニーズ
の高まりと共に、この種の調査は増えている。
②「社会的余暇」
「社会的余暇」は、労働と対比された余暇と

いう従来の二元論的分析に射程を置くのではな
く、余暇固有のロジックに基づきその存立構造
を社会の諸条件から明らかにするものである。
すなわち制度として生み出された余暇、あるい
は制度を背景にもつ余暇であり、たとえば社会
階層と余暇の関係など、余暇が生じる社会的構
造の解明にも重点を置く。K.ポランニーの言
葉を借りれば、言わば「社会に埋め込まれた余
暇」に他ならない。
古代ギリシャの余暇は奴隷制という身分制度
のもとに、特定の社会階層によって享受されて
いた。ヴェブレンの「有閑階級の理論｣(6）は、
余暇が哨閑階級｣という特定の社会階層によっ
て、もっぱら担われているという社会構造の事
実を明らかにした。具体的な余暇行動は「誇示
的消費」として表われ、それは上位階層のステ
イタスシンボルとしての消費、他の階層に対す
る顕示としてなされた。余暇とは他ならぬこの
消費のための時間でもあった。社会に対するア
イデンティティの手段としての余暇は、現代で
は「新中間大衆」の強い欲求として、この「誇
示的消費」が「レジャー消費」として、ショッ
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る収入や価値観を反映して、余暇の態様が異な
る。新中間層の生活意識は「中流意識」として
均質化している一方で、その余暇行動は様々な
内容を見せている。「社会的地位の平準化」傾
向が、逆に個人の余暇消費を階層化あるいは余
暇行動を多様化させている。この「社会的地位
の平準化」による余暇の多様化（階層化）は、
社会全体の階層境界が不透明になった分、余暇
の階層化が明確になってきたことを意味する。
余暇の階層化を通して、個人が自己を主張し、
他者との差別化を求めようとしている。高度大
衆消費社会は余暇の大衆化を加速させたが、逆
に大衆になることを拒む層が余暇に階層の拠り
所を求めたとも言える。これはヴェブレンが分
析した当時の社会とは異なる大衆レベルの「新
有閑階級」の登場である。一個人がある時は大
衆であり、また別の時には特定の時間と空間を
選別化し、それにこだわり大衆となることを拒
む、言わば「余暇の選良（エリート)」を主張
する(8)。
②余暇の内的構造一余暇システムの構造
余暇を捉える視点はいくつかあるが、意味概
念としての余暇を考えるとき、システムとして
捉えると明確になる。ここでは余暇のもつ意味
概念の内的構造を余暇システムとして捉え､そ
の核になる部分と周辺部分とに分けて考察した。
ａ・余暇の精神面（一次核、狭義の核）

余暇システムの中心構造である核の部分には、
余暇の精神面（これをここでは一次核、または
狭義の核と呼ぶことにする｡)、すなわち余暇意
識が位置する。アリストテレスの「無為｣(9)、
ヨゼフ・ピーパーの「コンテンプラチオ（観
想)J('0)はそれぞれ余暇の本質を、前者では
「無為の有」として余暇の高尚な楽しみの中に
快楽や幸福を追求し、後者では余暇を一つの精
神的態度として捉え、礼拝という精神的行為に

よる「祝祭」とした。余暇意識そのものではな
く、「遊び」を人間の根源的な行為とした分析
も見られる。ホイジンガーは「ホモ・ルーデン
ス」(''）という人間像を提示し、ロジェ・カイ
ヨヮは遊び」の本質を分類し('2)、人間の本性
を「遊び」という行為を通して分析した。これ
らはいずれも西洋の思考形態に基づくものであ
り、後述する社会開発としての日本の余暇政策
を考えるときには、日本人固有の余暇の核構造
を考慮する必要があろう。行為概念として人間
が自然に対して働きかける行為が労働であるな
ら､余暇は人間が人間である自分自身に対して
働きかける行為である。近代西洋社会の大きな
特徴である合理性は、この余暇の精神構造に大
きな影響を与えている。それは余暇が非合理性
の領域を構成し、労働や仕事の合理性とのバラ
ンスを保つという意味である。西洋の「形而上
学的分析」では把握し得ない日本人固有の精神
が、この余暇構造の核を形成している。たとえ
ば「いき」の概念など、日本人の精神構造に基
づいた余暇概念の構築が望まれる理由はここに
ある。
b.余暇の活動面（二次幌広義の核）

次に余暇の活動面（上述の一次核、狭義の核
に対して､二次核､広義の核と呼ぶことにする｡)
を考えるとき、余暇行為や余暇行動、余暇活動
という言葉が混在して用いられている。ここで
これらの概念を区別すると、余暇行為は社会科
学の対象としての余暇の基本単位であり、余暇
行動は実証レベルでの理論的枠組みで使用され、
余暇活動は具体的な余暇の現象面の説明で使用
するものとする。社会的行為としての余暇とは
人と人との相互行為から生れるものであり、自
らに働きかける行為も含まれる。余暇活動はの
んびりと過ごす休息型、レクリエーション活動
に代表される運動型、カルチャー教室などに見
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①社会（制度）レベルー社会システム
社会システムのサブシステムとしての余暇は、
パーソンズのAGIL図式から見ると、Ｌ
(Latency)の「パターンの維持あるいは潜
在性」の機能として捉えられる。それは社会シ
ステムの維持には欠かせない機能要件であり、
労働だけでは十分ではない。余暇の機能は本来
ゲマインシャフトの中で達成されていたが、産
業化の過程で機能分化し、ゲゼルシャフトの中
に取り込まれ、そこからレジャー産業も生れて
きた。こうして結合が手段となる利益社会の中
での余暇が、結合それ自体が目的の共同社会の
中での余暇を補完し、さらに代替するように怠っ
た。社会全体で「利益社会化」（'4)の方向が強
くなればなるほど、社会発展のスピードを自ら
コントロールし、そのエネルギーを持続するた
めにも、適度の休息が必要であろう。余暇は言
わばこの社会システムの潤滑油として、社会全
体のライフサイクルを維持する機能をもつ。最
近の日米貿易摩擦を始め、世界的な経済シフ1．テ
ムの諸問題を解決するためには、経済や文化の
側面だけではなく、社会システムの問題として、
日本にも健全な余暇社会の育成を期待する声が
多く聞かれる。
②個人レベルー行為システム
それでは社会のレベルから個人の行為レベル
に問題を移すと、この余暇はどのような機能や
意味をもっているのであろうか。それは個人に
とって余暇がどういう意味をもつのかとい骨I問
題である。フランスの社会学者デュマズディ『エ
は、「余暇とは、個人が職場や家庭、社会から
課せられた義務から解放されたときに、休息の
ため、気晴らしのため、あるいは利得とは無関
係な知識や能力の養成、自発的な社会的参加、
自由な想像力の発揮のために、まったく随意に
行なう活動の総体である｡」（'5)と考えた。こ

られる教養型、地域活動に参加する社会参加型
の四つに大別できよう。このうち社会的行為の
余暇として、他者との相互行為により自己確認
ができるものは、より積極的な余暇活動におい
てであろう○一方経済的行為としての余暇とは
モノ、時間、空間に関わる消費行動が中心であ
り、これは余暇の経済的側面を構成する。ここ
数年の「レジャーブーム」にその余暇の消費活
動の多様な現象を見ることができる。

C.周辺部分一余暇の「外部資源」
余暇システムの周辺部分は言わば余暇の「外
部資源」と呼べるものであり、これは余暇制度
や余暇施設、余暇関連の財政など、余暇概念以
外の実際の資源レベルのものを含む。「外部資
源」とは自然的環境ではなく、あくまでも余暇
の精神面と活動面にとって制約条件となるもの
であり、行為者自らがコントロールできない諸
要素をさす。制約条件としてあげられるのは、
週休二日制や夏季の連続休暇などの休暇制度で
ある｡かつてフランスの経済社会学者フーラス
ティエは、人間の将来の年間労働時間が週休３
日制の普及により「４万時間｣(13）になると予
想したが、労働時間あるいは労働形態（フレッ
クスタイム制など）の変化によって、余暇行為
は規定される。具体的な余暇活動はその空間的
な諸条件として余暇施設を必要とする。他方で
個人の余暇消費だけではカバーできない部分で
は、民間企業からの休暇手当として、政府レベ
ルでは余暇関連の財政支出として､余暇行政が
必要とされる。
（３）余暇の機能とシステム
余暇は社会及び個人に対してどのような機能
を有しているのであろうか｡ここでもシステム
概念を導入し、以下のように余暇を社会システ
ムの一部として捉えた場合と、個人の行為シス
テムの一部として捉えた場合の二つに大別した。
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れは余暇の機能を端的に示しているが、社会過
程としての余暇という点から、個人レベルでは
これまで社会との分断機能が重視され、社会へ
の適応機能が等閑視されてきたように思われる◎
全体社会レベルと同様に、個人の余暇でも「社
会的余暇」という点で、「利益社会的関係」か
ら「共同社会的関係」への回復機能が求められ
ている。「自然的余暇」の観点から見ると、そ
れは余暇と労働（仕事）の新しいライフサイク
ルを求めることでもある('6)。

面の議論が十分ではない。特にその制度を問題
にする場合でも、既述の余暇システムの「外部
環境」として捉えた週休二日制の普及や年間休
暇の取得などの休暇制度が中心であり、「核」
の部分の議論、すなわち基礎集団や地域社会な
ど日本固有の社会構造や社会意識、さらに社会
風土との関連についてはほとんどふれられてい
ない。「自然的余暇」を論じる場合でも、労働
（仕事）と余暇との二項関係のみ抽出し、その
社会制度との関係を射程に置いた議論には発展
していない。従来余暇の議論は労働（仕事）の
残余概念として捉えられてきたが、社会の中に
余暇そのものを積極的に位置付けるためには、
「自然的余暇」だけではなく、「社会的余暇」
概念の考察が必要である。労働（仕事）と余暇
という二項関係の姪桔を解き離っことで、余暇
をめぐる新しい地平が見えてくるのではないだ
ろうか。
②余暇行政の変遷
わが国で余暇行政と呼ばれるものが登場した
のは、昭和３０年代である｡36年の「国民所
得倍増計画」（池田内閣）の中で、「余暇時間の
増大とその対策｣が示された｡同じ年「レジャー」
が、また３８年には「バカンス」がそれぞれ流
行語となった。こうして日本における余暇社会
の崩芽期として、「第一次レジャーブーム」（個
人レベルの余暇が中心）が始まる。
昭和４０年代に入ると、４３年に国民生活審
議会の答申の中で、「余暇問題の現状と将来の
方向」が示され、ここに余暇行政が明確な理念
をもって現われた。４７年には余暇行政の専管
部署として、経済企画庁に「余暇開発室」が、
通産省に「余暇開発産業室」が設置され、「余
暇開発産業室」は翌年｢余暇開発室」に代わり、
両省共に同一名称となった。余暇の経済という
点から見ると、前者は国民生活局の中に位置す

２．制度としての余暇と余暇政策
（１）余暇問題と余暇行政
①余暇問題の不毛性
今余暇がかつてないほど、問題にされている｡
国民総生産第二位という経済発展を遂げた現在、
真の「豊かさ」や「ゆとり」が新たな社会目標
となり、高度経済成長期とは異なる余暇の意味
が問われるべきである。しかしながら低成長か
ら安定成長に至る現在まで、昭和４８年秋のオ
イルショック後に、余暇問題への取組みが一時
停滞したものの、余暇をめぐる議論の基調はほ
とんど変わっていない。それはこれまではどち
らかというと、現象面の議論のみが先行し、本
質的な議論が見られなかったということである。
ここで言う現象面の議論とは、既述した単に労
働や仕事と対比される余暇だけを扱う「自然的
余暇」についての議論であり、その制度的な面
に注目する「社会的余暇」についてはほとんど
ふれていない。前者の議論は総じて現在行われ
ている余暇活動の現象のみを取扱っている場合
が多い。行政やその外郭団体、また民間企業の
調査機関の分析はこうした領域を出てはいない。
余暇の消費量や余暇産業の規模などの量的側面、
また余暇活動の種類やタイプなどの質的側面を
議論するだけで、日本における余暇の制度的側
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活」は、オイルショック後の４９年には三位に
下がり、５３年以降二位のままであった。鬮民
の生活上の関心事として、余暇が大きなウェイ
トを占めていることがわかる。これは平均余命
の増加という個人のライフサイクルの変化を反
映している。
６０年代に入ると日米貿易摩擦という外的要

因を契機として､経済構造の調整という点から、
「前川レポート」（６１年)や噺・前川レポー
ト」（６２年)が出され、「豊かさ」や「ゆとり」
という言葉と共に、余暇の量から質への転換が
強調される。６３年の朏界とともに生きjる日
本一経済運営５カ年計画（新経済５カ年計画)」
（同年５月の閣議決定）や、労働省の「労働時
間短縮計画」（同年６月)、さらに平成元年１月
には「労働時間短縮政策会議」による１５項目
の提言が出された('8)｡現代は「第三次レジャー
ブーム」（個性を重視する国民レベルの余暇）
と位置付けられよう。これは余暇そのものを個
人生活の中で捉える視点であり、余暇が各人各
様の生活の中に根付いたことが背景としてあげ
られる。行政サイドの動きとしては、平成元年
５月から経済企画庁の｢余暇開発室｣が｢余暇・
生活文化室」になり、余暇問題への新たな取組
みを開始した('9)。経済企画庁では、平成元年
を「余暇元年」として位置づけている。細識改
正後の最初の余暇に関する報告書が『豊かな時
を創るために-新しい余暇社会と生活文化の創
造に向けて-』（平成２年４月）である。
（２）余暇問題の社会的位相
①個人の余暇と社会の余暇
「社会的余暇」を論じる場合に問題としなけ

ればならないのは、余暇システムの中の余暇制
度と個人の自由意思の関係である。余暇は個人
の問題であり、行政が介入すべき領域ではない
という意見もあるが、これは余暇が政策の対象

ることからもわかるように、言わば余暇の需要
サイドについての行政であり、後者は産業政策
局の中にありその供給サイドの行政と言える。
４８年の「経済社会基本計画」（田中内閣）の
中では「自由時間の充実」として、余暇が明確
な一つの政策対象となった。この年出された経
済企画庁余暇開発室編の『余暇社会の構図一余
暇政策の今後のあり方一』では、余暇政策がそ
の活動面から捉えられ、特に経済的側面を重視
し、「余暇と他の部門、あるいは余暇活動内部
での資源配分の問題」として位置付けられた｡
そこでは「制度、施設、情報、財政等の面から
余暇環境を整備し、国民の余暇活動の選択の幅
を広げること」が余暇政策の重要な課題とさ
れた。
その後４８年秋のオイルショックを契機とし
て、余暇行政の後退期を迎える。こうして「第
二次レジャーブーム」（非個性的な大衆レベル
の余暇）は終わりを告げる。国民生活局で５０
年６月に出された「国民の余暇環境の整備に関
する調査研究」以降、余暇行政としての取組み
はしばらく見られない。やがて５０年代後半か
らの安定成長期にかけては、国民生活白書の余
暇をめぐるキーワードを見ると、「身近なとこ
ろで充実を図る余暇活動」（５５年)、「余暇と
余暇活動」（５６年)、「余暇活動と余暇施設」
（５７年)、「高年齢者の余暇」（５８年)、「ラ
イフステージと余暇」（５９年）というように、
再び余暇行政の取組みのトーンが強くなってき
た。同時に余暇に関する行政レベルの調査研究
も活発になってきた。この時期は、国民の余暇
意識が向上したときでもある。生活の中で何を
重視するのかという「生活の力点」について見
ると、５８年には「住生活」を抜いて「レジャ
ー．余暇生活」が上位となっている(17)。４８
年には第二位であったこの「レジャー・余暇生
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となり得るのかどうかという問題提起でもある。
ここでは余暇の「外部資源」を作り上げるため
に必要な行政上の諸施策を、余暇政策として考
えることにする。政策対象としての余暇は、個
人の自由を制約するものではなく、余暇システ
ムの構造という点から見ると、それは余暇の時
間レベルでは長期休暇などの休暇制度の確立と
普及、余暇の空間レベルでは都市公園や多目的
ホールなどの余暇施設の整備、余暇の消費レベ
ルでは休暇奨励手当の支給などに関わる余暇関
連財政の確保を始め、余暇の「外部資源」の整
備充実を内実とするものであり、個人の自由な
余暇生活の基本的な条件となる。そこでは主体
的に余暇活動をする価値判断はあくまで個人の
側にあり、その自由意思を損なう条件にはなら
ない。もっともここでは主体的に行動できる個
人が前提とされる。
②経済発展と余暇
余暇の政策面について、ここでもう一つ考え
なければならないのは、余暇は一定の経済成長
が達成された後の事後的問題にすぎないのかと
いう問題提起である。これは後述する社会開発
と関係するが、発展途上国には余暇など無縁か
という問題に置換えられる性格のものでもある。
先進国と発展途上国という区分けは経済的成果
によるものであるが、もともと社会開発は経済
開発と並んで先進国だけではなく、発展途上国
をもカバーする概念として、その意味する外延
は広く解釈されていた(20)。発展途上国におい
ては余暇の問題設定が、「社会的余暇」よりも
「自然的余暇」にウェイトが置かれ、全体とし
て労働（仕事）対余暇という問題図式が優先す
る。先進国では逆に「自然的余暇」の労働（仕
事)対余暇の問題設定は経済発展と共にそのウェ
イトが弱くなり、「豊かさ」や「ゆとり」意識
の高揚と共に、「社会的余暇」が問われるよう

になる。発展途上国では労働力の調達と労働時
間の配分こそ最重要課題となるからである。し
かし実はそこに「社会的余卿の問題も介在し
てくることを知る必要がある。それは発展途上
国の社会構造における余暇の位置付けという問
題設定である。社会制度が労働力と労働時間の
調達・配分を規定している場合が多いからであ
り、換言すれば、余暇が社会構造の中に組み込
まれている度合いが先進国よりも強く、生活時
間そのものが混沌としている場合が多い。いず
れにせよ労働力と労働時間の調達・配分に関わ
る余暇の関係が第一義的に取り上げられる。労
働力の質を高く維持するためには、逆に余暇の
有効な使い方を知ることも必要である。健全な
労働力の確保は、健全な余暇から生れる。生活
全体の中で怠惰と余暇の違いを明確にすること
が、この場合の解決策になる。余暇を奨励する
ことで、逆に労働意欲、すなわちモラールの向
上に結び付けることもできる。音楽や芸術、ス
ポーツの奨励など、共産党が支配的であったか
つての東欧諸国では、幼少の頃から選別された
特定の階層を中心に、国威の発用と共に積極的
に奨励されてきた。
③政治体制と余暇一東欧諸国の余暇
「社会的余暇」と余暇政策の関係を考えると

き、個人と社会、先進国と発展途上国という問
題設定の他に、社会主義（共産主義）諸国と資
本主義諸国という体制上の相違も考慮する必要
がある。それは政治組織として、特定の党の支
配下に置かれた場合の余暇の問題である。そこ
では社会制度よりも政治制度によって統制を受
ける経済､すなわち｢政治に埋め込まれた経済」
のために、生活の中に占める労働（仕事）と余
暇の配分が計画的に統制されているという意味
で、「自然的余暇」だけが問題とされている。
そこに見られるのは｢管理された余暇｣であり、
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「ナショナル・ミニアム」の設定、すなわち社
会権としての余暇の保障が唱えられたことがあっ
た(22)。こうした理念を基に、様々な余暇政策
が講じられてきた。しかし週休二日制を始めと
する余暇制度や余暇施設の整備、また余暇関連
の情報提供や余暇財政の確保など、余暇をめぐ
る「外部資源」の整備がその中心であった｡Ig
本の社会制度に合った余暇の諸条件を作り上げ
ていくことが、必要である。高田保馬はかつ･て
「愛着の結合」と「利益の結合｣(23）とを区別
したが、合理性の論理に代表される社会全体の
「利益社会化」の方向に対しては、「共同社会
的関係」を回復させ、肥大した「利益社会的関
係」を制御することが望ましい。余暇政策の理
念とは、固有の社会制度に基づいた「制度とし
ての余暇」を考慮し、利益社会（ゲゼルシャフ
ト）から共同社会（ゲマインシャフト）への回
復機能を高めることである。この二つの社会的
結合の緩衝帯となるのは人間自身であるが、余
暇行政はより豊かな人間関係を基礎とした「ゆ
とり」の追求を目指すものでなければならない。
国際化社会､ポーダーレス社会、グローバリゼー
ションと言われるように、社会が拡大するにつ
れて、逆に個人の余暇時間と余暇空間、さらに
余暇価値が重要になってくる。これらが稀薄に
ならないように、その環境を整備し、余暇社会
を創造することが、余暇政策の方向であろう。
この「制度としての余暇」をネガティブに捉

えると、それは余暇が本来の自律性を喪失し,、
制度を強要する「疑似余暇」となる。ここ数年
のリゾートブームは、我々にとって望ましい余
暇を与えるのであろうか。昭和６２年６月に成
立したリゾート法、すなわち聡合保養地域整
備法」は建設省の「複合リゾートカントリーー構
想｣、運輸省の「アトラクティブ・リゾーI､構
想｣、国土庁の「広域リゾートエリア構想｣、自

「自律的な余暇」は見られない。民主化著しい
東欧諸国ではそもそも｢社会的余暇｣の社会が、
国家（政治）優先で十分成熟していない。ポー
ランド、東ドイツ、チェコスロバキア、ハンガ
リーなどの民主化要求は、実は「社会」の要求
に他ならない。旅行の自由、移動の自由は人間
のもつ基本的な欲求であり、民主化要求をこの
余暇の点から見ると、「自律的な余暇」の要求
でもある。余暇の本質はその核構造のところで
見たように自由そのものにあり、政治的に「管
理された余暇」から「管理されない余暇｣、「自
律的な余暇」こそ東欧諸国には求められてい
る(21)｡
（３）制度としての余暇問題
余暇も一つの社会現象として、政治、経済、
社会、文化の諸制度によって規定される。本稿
で定義した労働と対比される「自然的余暇」か
ら見た余暇概念では、こうした諸制度による影
響を十分捉えることができない。その点「社会
的余暇」は余暇独自のロジックを、特にこうし
た諸制度との関係から見る概念である。社会制
度が各国異なれば､余暇の在り方も異なる。こ
の「制度としての余暇」という点から、具体的
な余暇行政にどう取り組んできたのであろうか。
同じ資本主義の先進国である欧米の余暇制度を
そのまま導入してもうまくいかないのは、社会
制度が異なるからである。余暇政策の対象とし
ての余暇は、これまでもっぱら「自然的余暇」
であった。労働時間の短縮や、さらに制度的な
側面として財政援助や余暇施設の建設促進など
が余暇行政の中心を占めてきた。余暇行政とし
ては、今後この「制度としての余暇」という点
から、政策を実行すべきであろう。これは日本
の社会制度にふさわしい余暇を、政策レベルで
補完することを意味する。
余暇政策の基本理念としては、かつて余暇の
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暇」概念にウェイトが置かれ、労働力と労働時
間の調達・配分に関わる余暇の関係が第一義的
となる。そこでは生活時間の中での余暇と労働
の明確な区別が要求される。だらだらとした無
為な時間がすべて余暇ではなく労働と余暇の適
正な配分が問題になる。「社会的余暇」概念か
ら見ると、特にその社会構造の中における余暇
の位置付け、さらに基礎集団や地域社会での質
のいい余暇活動により、規律ある生活リズムな
どを作り上げることが､社会開発の目標となる。
また集団指導による余暇活動が一定のライフス
タイルを付与し、社会にとって望ましい個人の
長期的なライフサイクルを作り出すこともでき
る。これは経済開発の先行条件としての社会開
発である。
一方先進国では、社会開発としての余暇は、
第一義的には経済開発による弊害の是正や緩和
など、事後的調整としての意味をもつ。経済発
展につれて「もの」の豊かさから、「こころ」
の豊かさへと社会全体の目標がシフトしてくる。
物質に対する精神の充実こそ、社会発展の条件
である。ここでの社会開発はバランスのとれた
労働（仕事）と余暇の配分決定という「自然的
余暇」概念だけではなく、余暇そのものを社会
制度との関係から積極的に考えていく「社会的
余卿概念を念頭に置くべきであろう。基礎集
団では家族、機能集団では企業に代表される組
織、さらに国民社会レベルで§真剣に余暇の意
味を問うことが求められている。家族では余暇
が家族の絆を確認する時間と空間を提供する。
企業では組織維持のために、たとえば夏季に連
続休暇制度を一斉に取得させたり、また勤務年
数の長い管理職に１カ月近い休暇を付与し、モ
ラールの向上をはかる「リフレッシュ休暇」
(26)の導入､サービス業ではさらに週休三日制
を実施するなど、余暇をめぐる動きが活発であ

治省の「大規模広域リゾートゾーン整備構想｣、
通産省の「余暇開発基盤施設整備事業の概要｣、
農水省の｢農山漁村リゾート・ゾーン整備構想」
が母体となり、国土庁が調整役となって成立し
たものである。その成立の背景として、外的要
因には貿易摩擦、内需拡大、地域振興、民活導
入、社会資本の整備があり、余暇に直接関わる
内的要因としては自由時間の増大、生活様式の
多様化があげられる｡理念としては国民生活の
利便の増進、国民福祉の向上が唱えられている
ものの、日本の社会制度という点で、これまで
述べてきた「社会的余暇」から見た制度的な整
備に十分応えているとは言いがたい。結局は
「国土及び国民経済の均衡ある発展｣(24）とい
うように、社会よりも経済の論理が優先してい
る。タテ割りの行政としては珍しく、ヨコ割り
の法案として成立したものの、開発サイドの視
点に立つものであり、国民の生活サイドでの対
応は十分とは言えない。

３．余暇社会の創造に向けて
（１）社会開発の一つの領域としての余暇
ここで余暇社会創造のために、余暇政策の具

体的な政策レベルに向けて、社会開発という概
念を導入したい(25)o余暇を「自然的余暇」で
はなく、「社会的余暇」概念として捉えるとき、
従来の経済開発とは異なる社会開発が求められ
る。ここで社会開発とは、経済開発の対象とな
る「物財」だけではなく、社会生活をより豊か
にする人と人とのふれあいという「関係財」を
中心とした行政レベルでの施策であり、たとえ
ば公共施設の建設や教育･文化事業などを含む
社会的サービスの側面に関わる開発である。国
民社会の余暇を先進国と発展途上国に分けて考
えると、発展途上国では、社会開発を進めるう
えで政策立案の一つの見方として、「自然的余

-１０９-



ろ。行政レベルでは経済企画庁を中心に、「余
暇促進基本法」の構想(27)を打ち出すなど、余
暇社会の創造に向けて、取組みを強化しつつあ
る。かっての高度成長期の「レジャーブーム」
は作られた余暇であり、「疑似余暇」であった。
９０年代を迎え、２１世紀の社会は余暇の単な
る受動的な「消費者」ではなく、自らが逆に主
体的に余暇の活用方法を考え、創り出していく
「生産者」として生活が求められている。
地域社会では特に都市の余暇が注目される。
都市問題の中に占める余暇の位置は大きく、都
市そのものの機能の中に、都市住民の余暇が明
確に位置付けられるときがきた。これは国民社
会レベルにも言えるが、都市住民の住みやすさ
や快適な生活という福祉の向上という点で、都
市機能の見直しが求められている。「社会的交
流の結節機関｣(28)としての都市には、現在様々
な余暇施設が増大し､人間が都市を創ると共に、
都市が新しいライフスタイルを作り出している。
都市を余暇時間と余暇空間から捉えると、前者
の変化としては「２４時間都市」によって示さ
れ、一日のライフサイクルの中で、余暇が特定
の時間に限定されなくなった。後者の変化には
都市環境それ自体が、一つのエンタテーメント
の対象になり始めた点をあげることができる。
かつては職住接近のために、逆に余暇圏は遠隔
地に求められたが､都市を軸として唯」空間、
「剛空間に加えて、今新たに第三の空間とし
て都市に内在した、あるいは近接した余暇圏が
生まれている。特定のテーマをもつ「テーマパー
ク」がそうであり、ディズニーランドはその代
表となった。これらは都市における「職・住・
遊」の一体化である。国民社会レベルに拡張す
ると、各地方では既述したリゾート開発が見ら
れるが、日本固有のあるいはその地方固有の社
会構造を考慮した「社会的余暇」概念とは乖離

した商業ベースで進められているのが現状であ
る。地域住民も共に楽しめ、地域内と地域外の
住民が交流できる、言わば「リゾート・コミュ
ニティ」α9）と呼ばれる新しい理念に基づいた
地域作りが望まれる。これも社会開発の一つの
目標である。
社会開発を進めていくにあたっては、「宮然
的余暇｣概念だけではなく、日本固有の社会構
造を考慮する「社会的余暇」概念から、考えて
いく必要があろう。「自然的余暇」概念の追求
に終始し、「社会的余暇」概念への配慮を欠い
た例をいくつか見ることができる。「モノ」と
「時間」の浪費だけではなく、情報社会の中で
「情報」の浪費まで始まろうとしている成熟化
の今こそ、かつて繁栄を極め没落した国々の歴
史的教訓に学ぶべきだろう。古代ローマ帝国の
余暇はネガティブな例になるが、ローマ帝国衰
退の原因として、余暇は労働の対立概念として
登場する。ローマ兵士たちの円形競技場や劇場
での日常生活は、領土拡大の隆盛時代を形成し
た軍事規律に代表される剛健性とはかけ離れた
ものとして、ローマ帝国衰退の原因と厳っ
た⑬0)。単に「自然的余暇」概念から説明する
のではなく、当時のローマ帝国の社会構造に基
づく「社会的余暇」概念から見て、余暇が本来
もつ調整機能が十分ではなかった点も知る必要
があろう。
「モノ」と「カネ｣、「時間」と「情報」の量

的拡大ではなく、その質的な充実こそ、先進国
の課題と言える。「ゆとり」は量的なものだけ
ではなく、質的な側面が伴なわなければやがて
破滅する。社会の成熟化により、古代ローマ帝
国は繁栄の前提条件である所得と時間の制約条
件を逸脱してしまった。今日ではこうした二次
元の制約条件に加えて価値という次元をさらに
付け加える必要があろう。この社会的に共有で
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きる価値を創造し、一定の方向に導くことが、
社会開発の重要な理念の一つでもある。それは
価値観が乱立した社会全体の「レジャー化」を
押し進めることではない。発展途上国も先進国
も「生活の質の向上」という点で、そのプロセ
スが異なるだけであり、共通の課題を担うこと
になる。結局は「生活の質の向上」という方向
に収数していく。
（２）「ホモ・レーペンス」（生活人）という

新しい人間モデルの提唱
ここで余暇社会の人間モデルの類型として、
「ホモ・レーベンス」（生活人)Ｇ１）を提唱した
い。「社会的余暇」概念を具体的な人間行為の
モデルとして見たものが、「ホモ・レーベンス」
である。この「ホモ・レーベンス」こそ、余暇
を「生活の質の向上」として享受できる新しい
人間モデルであり、余暇を主体的に捉え意味あ
るものにする。生活時間は拘束される時間と、
拘束されない時間すなわち自由時間に分けられ
る。この「ホモ・レーベンス」は、余暇時間を
自由時間として創造できる人間モデルである。
これまでのような経済的行為を中心とした「ホ
モ・エコノミクス」（経済人）の人間モデルと
も、また社会的行為という規範レベルにとどま
る狭義の「ホモ・ソシオロジクス」（社会人）
の人間モデルでもない。それは生活レベルとい
う広義の意味での「ホモ・ソシオロジクス」
（社会人）であり、「生活の質の向上」を究極
の価値とする人間モデルである。経済的行為の
集積としての経済制度やその具体的な実現の手
段としての経済開発、また社会的行為の集積と
しての社会制度やその具体的な実現の手段とし
ての社会開発の両概念に結び付けると、両者の
均衡ある発展は、この「ホモ･レーベンス」に
よって担われるのではないだろうか。
余暇政策の新しい理念も、この「ホモ．レー

ベンス」という人間モデルに基づくことを提唱
したい。その際欧米の諸制度をそのまま導入す
るのではなく、既述した余暇の「外部環境」と
しての休暇制度は、基礎集団や地域社会によっ
て作られる日本固有の社会制度と結び付いたも
のでなければならない。欧米の余暇制度をその
まま当てはめても､産業レベルでは成功しても、
日本の社会制度にフィットしないために余暇政
策がうまく機能しない。余暇制度はその国固有
の社会制度によって生み出され、維持されてき
たのものだからである。余暇制度それ自体は可
変的要素が多いのに対して、社会制度は不変的
要素が支配的である。もちろん社会変動として
基礎集団や地域社会にも変動はあるが、イエ社
会やムラ社会に代表される日本固有の社会構造
は不変的要素によって特色づけられる。習俗・
習慣により社会制度が各国によって異なるため、
余暇の在り方にもそれぞれ特色が見られる。日
本の場合、たとえばそれは長期分散型ではなく
短期集中型の休暇の取り方として、また個人で
はなく集団志向型の余暇行動として、さらに余
暇を権利ではなく義務として感じる価値観など
に表われている。余暇政策は「自然的余暇」概
念ではなく、「社会的余暇」概念から、取り組
むことが必要であろう。それは制度構造として
の余暇制度と、他の社会制度との、言わば「接
着剤」として機能するものであろう。この部分
が噛み合わないと、自分の能力を開花させる方
向とは逆のもの、余暇に似て似ざるもの、「疑
似余暇」が創出されるだけである。それは近代
社会の中心的な価値観である合理性が、余暇の
領域にまで浸透してきたときに典型的に見ら
れた。
１９９０年代はまさに２１世紀に向けての新
しいライフスタイル、ライフサイクルを模索す
る過渡期である。それは２１世紀に向けてのポ
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2．ロストウは、伝統的社会、離陸のための先行条
件期、離陸、成熟への前進期、高度大衆消費時代
という経済成長の５つの段階を提唱し､経済が成
熟段階を迎えるにつれ、自由市場メカニズムでは
達成されなかった人間的、社会的目標が登場して
くることを述べているoW.Wロストウ、『経済
成長の諸段階』､木村健康、久保田まち子、村上泰
亮共訳、ダイヤモンド社、１９６１年
3．労働(labour)と仕事(work)の区別について
は、ハンナ・アレントのものが代表的である。勝
働」は人間の体の生物的プロセスに関わる活動で
あり、「仕事」は人間存在の非自然性に関わるもの
である｡HannahArendt,TheHz""α〃CO砥"-
伽",UniversiWofChicagoPregg,1958.近代社会
に特徴的な合理性の概念との関係から見ると、特
に経済的行為として合理性の論理が支配する領域
が仕事であろう。近代社会以降の組織的労働は;、
合理性が最も集約されたれものとして官僚制を生
み出した。以下本稿では、余暇との関係でこの合
理性の論理を強調する場合に、「労働」と区別して
「仕事」を用いることにした。
４．マルクス、「疎外された労働｣、『経済学・哲学草
稿』城塚登、田中吉六訳、岩波文庫、1974年（1９
６４年)。
５．PerterL.&BrigitteBerger,"WorkandLei-
sure,"SOcjoJOgy-ABjogF叩hjcaJ心邪ファｏａc",Bias-
icBooksInc.,NewYbrk,1972,pp232-251,『バー
ガー社会学』、安江孝司・鎌田彰仁・樋口祐子訳、
学習研究社、1979年。
6.Thorstein恥blen,T"eT"eory""eLejs".e
ａａss:A"Eco"omicg如吻〃肋s""jo"S,NgW
Ybrk,1905(1899)循閑階級の理論』、小原敬士訳、
岩波文庫、1975年（1961年)。
７．以下、社会概念の分類は、富永建一の『社会学
原理』（岩波書店、1986年）に準拠した。
８．ブルデューは、人間の持つ「卓越化」の欲求が

ジティブな腿渡期｣であり、決して「世紀末」
ではない。情報機器を中心とした技術革新など
により、労働がしだいに肉体的苦痛から解放さ
れ、仕事としての領域が増すにつれて、余暇と
仕事の対立関係も明確ではなくなり、生活領域
のポーダーレス化がますます進むだろう。しか
し一方で精神面での合理的論理の強制が、スト
レスを増幅させているのも事実である。こうし
た状況の中で、今後は余暇と仕事（労働）に代
わる第三の概念として、たとえば「ワーク・レ
ジャー」と呼べるようなものが生活の中心とな
り、仕事の中でも「ゆとり」が意識され、また
余暇の中でも創造性が意識されるというように、
余暇と仕事両者潭然一体となった状態が強まる
のではないだろうか。それは社会進化の一プロ
セスかもしれない。
国や地方自治体レベル、また研究機関や学会
レベルでの余暇をめぐる様々な議論に際し、そ
の基本的なフレームワークを提供することを念
頭に置きつつ、社会科学の対象としての余暇に
ついてこれまで述べてきた。余暇を通して新し
い社会の方向について考えてきた本稿が、冒頭
に提起した「余暇学」への一つのステップとな
り、今後ますます活発な議論が関係各方面で展
開されることを期待したい(32)。

＜注＞
1．社会科学として固有の理論枠組と概念用具をも
つ学問領域は、対象へのアプローチが方法論とし
て明確である。これに対して現象それ自体からそ
の内在する原理を探求する場合は、その方法論が
それほど明確ではない。後者は社会の様々な対象
に「学」の名称を付けて成り立つ「領域学」であ
る。富永建一編、「経済社会学の定義と主題」『経
済社会学』､社会学講座8、東京大学出版会、１９７４
年、３頁参照。

-１１２-



「文化資本」の蓄積の差異となり、社会の階層化
をダイナミックに押し進めるという鋭い分析を行
なっている。この点「余暇の階層化」というここ
での主張にも、示唆するところが多い。ピエール・
ブルデュー、『ディスタンクシオン』(I，II)、石
井洋二郎訳、藤原書店、1990年｡
９．アリストテレス､『政治学』第８巻第３章、山本
光雄訳、岩波文庫、1989年(1961年)、363頁｡
10.ヨゼフ・ピーパー、『余暇と祝祭』、稲垣良典訳、
講談社学術文庫、1988年。
11．ホイジンガー、『ホモ・ルーデンス』、高橋英
夫訳、中公文庫、1984年（1973年)。
12．カイヨワ、『遊びと人間』、多田道太郎・塚崎幹
夫訳、講談社文庫、1984年（1973年)。
13．フーラスティエ、『四万時間一労働の未来を予測
する』、長塚隆二訳、朝日新聞社、1956年｡『開か
れた時間一余暇と社会についての考察』、小関藤一
郎訳、川島書店、1976年。
14．高田保馬、『社会学概論』、岩波書店、1974年
（1911年、1950年改訂)。

15．デュマズディエ、『余暇文明へ向かって』、中島
巖訳、東京創元社、1972年、１９頁。
16．拙稿、第６１回日本社会学会大会報告要旨「現
代余暇社会の構造一余暇と労働の新しいライフサ
イクルを求めて-」於東北大学、1988年参照O,
17．総理府、『国民生活に関する世論調査』、1988年
５月。以下順位は「食生活｣、「電気器具、家具、
自動車などの耐久消費財の面｣、「衣生活」となっ
ている。
18．労働省、『労働時間短縮推進計画一活力あるゆと
り創造社会の実現をめざして-』、1988年６月。
1989年１月に出された労働時間短縮政策会議によ
る『労働時間短縮に関する提言』の中では、「ゆと
りある社会に向けて考え方の転換を｣､｢創意工夫
をこらして労使の真剣な取組みを｣、「政府の積極
的な支援と国民の理解と協力」の３つのスローガ

ンのもとに、各５項目ずつ提言している。’
19．国民生活局では「生活文化」を「芸術文化や学
問文化とは異なり、全ての人が心豊かで生き甲斐
のある生活を願って、自主的かつ積極的な態度で
日常の生活を営むことから創造される文化」とし
ている｡経済企画庁国民生活局、『余暇・生活文化
室の設置について』、1989年５月２９日。

20.松原治自聯､「社会開発論の展開｣、『社会開発論』、
社会学講座14、東京大学出版会､,1973年。
21．東欧諸国にも余暇についての研究がいくつかあ
るが、十分フォローしていないためここでは余暇
の研究課題としての重要性を指摘するだけにとど
める。

22．経済企画庁国民生活局、「国民の余暇環境の整備
に関する調査研究｣、1975年６月。余暇ミニマム
の概念を「シビルミニマム」から援用したものだ
が、市民の権利としての余暇を、行政の政策公準
として設定した。

23．高田保馬、前掲。
24．昭和62年（1987年）６月９日法律第71号「総
合保養地域整備法」及び昭和62年（1987年）１０
月１５日国土庁､農林水産省､通商産業省、運輸省、
建設省、自治省告示第１号「総合保養地域整備法
第1条に規定する整備に関する基本方針｣。
25.加藤寛、武藤忠義編、『社会開発政策』、青林
書院新社､1975年｡社会開発概念の政策への適応と
いう点で、実務レベルでの解説について詳しい。

26．「まず槐より始めよ」ということになろうが、
2000年に年間労働時間1800時間を目標とする政
府は、官公庁の完全週休２日制を1992年から予定
している。
27‘国民生活審議会総合政策部会の中に設置され
ている「余暇・生活文化委員会」は、ゆとりある
生活を実現するために、「余暇充実のための基本的
方策」としていくつか提言している。余暇意識と
いう点では余暇の意義や役割についての活発な話
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の地元住民との交流などが考えられる。これ溌日
常性と非日常性とのふれあいという点から見ると、
都市住民がその非日常性を地方の日常性の中に求
める場合（山岳型や海浜型の地方リゾート)、逆に
地方住民がその非日常性を都市の日常性の中に求
める場合（都市そのものがリゾートオアシスとな
る都市型リゾート)、さらに両者が共に非日潮陸を
別の非日常性の中に求める場合（テーマパーグな
どの郊外型リゾート）が考えられよう。

30．モンテスキュー、『ローマ人盛衰原因論』、個中
治夫、栗田伸子訳、岩波文庫、1989年
３１「ホモ・レーベンス」はドイツ語のLeben(生
活する）からとった造語である。
32．筆者は東京大学大学院社会学研究科の修士論
文「余暇についての基礎研究一経済社会学的分析
の試み-」作成以来、余暇を通した現代社会の分
析を研究テーマの一つとしてきたが、本稿はその
後の考えを発展させ、まとめたものである。

（おんだもりお）

し合いの奨励、自由時間の増大という点では連続
休暇の取得の奨励、余暇の享受能力という点では
余暇活動の指導者の育成などをあげている｡経済
企画庁国民生活局、『ゆとりある国民生活を実現す
るため何をなすべきか』、1989年５月。

28．鈴木栄太郎、『都市社会学原理』､鈴木栄太郎著
作集Ⅵ、未来社、1969年。
29.拙稿､第62回日本社会学会大会報告要旨「リゾー
ト開発と余暇政策」（於早稲田大学、1989年)、及
び第６２回日本社会学会大会報告要旨「社会開発と
してのリゾート・コミュニティの形成一国民余暇
社会の課題と展望一」（於京都大学、1990年）参
照。特に「リゾート・コミュニティ」については、
リゾート開発の経済開発に対して、社会学的なイ
ンプリケーションとして、社会開発の方向から提
唱したものである。これは出発地側の社会集団内
部の交流、同じリゾートで過ごす異なる社会集団
間の交流、さらに出発地側の社会集団と受入れ側
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